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地理情報システムを用いた海賊活動の
地理的特性分析

渡部　大輔

本論文では，安全・安心な国際海運のためのインフラストラクチャーの数理地政学的研究の観点から，海事分
野における地理情報システムの活用の現状をまとめたうえで，海賊事案発生に関する統計分析や地図上での可視
化などを通じて，地理的特性分析を行った．その結果，海賊事案の発生個所が年代によって東南アジアとアフリ
カを中心にして，大きく変化していることが明らかになった．特に，ソマリア周辺海域においては，国際的な協
力体制を構築した対策の結果，発生多発地帯の推移を確認することができた．
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1. 研究の背景と目的

海に囲まれたわが国において，海上輸送は貿易量の
99.7％（重量ベース）を担っており，わが国に必要不
可欠な交通インフラストラクチャーとなっている．持
続可能社会のためのインフラストラクチャー戦略とし
て，わが国の安定的な貿易を確保するために，国際海
運の安全性を高める必要がある．現に，わが国はソマ
リア周辺海域において海上自衛隊の護衛艦などを派遣
するとともに，マラッカ・シンガポール海峡を始めと
する東南アジア海域においても海賊対処活動の支援を
積極的に進めている．しかし，国際的な協力体制を構
築した対策が行われているにもかかわらず，海賊活動
は世界的に近年増加傾向が見られており，特に東南ア
ジアやアフリカにおいて発生が多く見られる．
そこで本研究では，国際海運というインフラストラ

クチャーの安全・安心を確保するために数理地政学的
研究の観点から，海賊事案発生に関する地理的特性分
析を行う．まず，海事分野における地理情報システム
の活用の現状をまとめたうえで，国際機関により公表
されている海賊事案発生の統計データを用いて，海賊
事案発生データベースの構築を行う．そして，位置情
報を含むデータについては地理情報システムを用いる
ことで，沿岸からの距離などを用いた分析を行うと同
時に，地図上に海賊多発地帯を可視化するなどして，海
賊活動の地理的特性を分析する．

わたなべ　だいすけ
東京海洋大学
〒 135–8533 東京都江東区越中島 2–1–6
daisuke@kaiyodai.ac.jp

2. 海事分野における地理情報システムの活用
の現状

地理情報システム (GIS: Geographic Information

System)とは，位置に関する情報をもったデータ（地理
空間データ）を総合的に管理・加工し，視覚的に表示し，
高度な分析や迅速な判断を可能にする技術である．海
事分野での GISの活用については，船舶運航に関する
リアルタイムな情報管理を中心として，関連する海事・
物流との情報共有を通じてさまざまな応用事例が見ら
れる [1, 2]．近年，航海用電子海図 (ENC: Electronic

Navigational Chart)が整備され，多くの船舶において
これを利用するための電子海図表示システム (ECDIS:

Electric Chart Display and Information System) の
導入が進んでいる．そして，船舶の運航情報を自動的に
船舶間あるいは船舶と陸上局の間で送受信する船舶自
動識別装置 (AIS: Automatic Identification System)

の搭載が一定条件を満たすような船舶に対して義務づ
けられている．そのような船舶運航における電子機器
のさらなる利用の高度化を達成するために，国際海事機
関 (IMO: International Maritime Organization) よ
り，e-Navigation というコンセプトが 2008 年に発表
されている．また，船陸間の高速大容量通信を用いた
船舶の運航支援を行う先端ナビゲートシステムにおい
て，海洋 GIS機能が実装されており，船舶運航に必要
な空間データや画像データの表示や解析を行うことが
可能となっている [3].

AISデータは，船舶に関する静的データ（船名など）
と動的データ（位置や船速など）で構成されていること
から，GPSなどで取得した船舶の位置情報のリアルタ
イムな把握が可能であり，さらに衛星 AISを用いるこ
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とで遠洋海上を航行している船舶の情報を受信するこ
とも可能である [4]．現在の商用 AISサービスの，船
舶運航の意思決定支援の分野での利用例としては，主
に (1) 位置や船速などの異常検知，(2) 航行進路の推
定，(3) 航海計画の立案の 3 点が挙げられる [5]. (1)

に関連した研究として，衛星 AISデータを用いた港湾
周辺での船舶の滞船状況の分析が行われている [6]．ま
た，AISから取得された船舶運航のポイントデータを
もとに，メッシュ状の船舶通航量データベースの構築
方法が提案されている [7]．日本では海洋台帳 [8]，米
国では MarineCadastre.gov [9] において，AIS をも
とにした各国の沿岸における船舶通航量のデータを入
手することが可能である．しかし，AISのみでは，す
べての船舶運航のデータを入手することは困難である．
そのため，船舶動静データから時空間ネットワークを
用いることで，各船舶が通航した航路の推計が行われ
ている [10].

船舶運航に関するデータを蓄積することで，海難事故
や海賊事案発生などの航行安全を評価することが可能
となる．地理情報を用いた海難事故の分析について，海
難データベースの構築とともにそれを用いたデータ分
析が行われている．日本では，運輸安全委員会により船
舶事故ハザードマップ [11]が公表されており，海難事
故の地図上での表示やAISデータの解析に関するツー
ルの開発 [12]，船舶事故ハザードマップを用いたカー
ネル密度推定法による海難事故の発生密度に関する分
析 [13–15]が行われている．米国では，米国沿岸警備隊
(United States Coast Guard)が，The Marine Infor-

mation for Safety and Law Enforcement (MISLE)

という，全世界の海難や海洋汚染事故のデータベースを
構築しており，海難事故防止のためのシステムが開発さ
れている [16]．また，IMOにより公表されている全世
界における海運データベースであるGlobal Integrated

Shipping Information System (GISIS) を用いて，海
難事故の分布，ホットスポット分析や海岸線からのバッ
ファー解析 [17]が行われている [18]．さらに，海難事
故の防止に向けた意思決定支援システムとして，海難
事故に対応する巡視艇の最適配置が研究されている．
日本の海上保安庁では集合被覆問題による定式化 [19]，
カナダ沿岸警備隊 (Canadian Coast Guard)では最大
被覆問題による定式化 [20] などの研究が進められて
いる．一方，地理情報を用いた海賊活動の分析につい
ては非常に少ないものの，東南アジア海域 [21]，ソマ
リア周辺海域 [22, 23]，全世界 [24]を対象とした分析
がなされている． [25]ではソマリア周辺海域における

カーネル密度推定法による海難事故の発生密度に関す
る分析が行われている．海賊対策に向けた意思決定支
援システムとして，海賊監視システムの最適配置につ
いて，最大被覆問題による定式化 [26]の研究が進めら
れている．
今後，船舶における IoT (Internet of Things)の導

入により，運航中の膨大なデータを取得できるように
なった場合を想定し，衝突防止や予防保全に向けたビッ
クデータ解析が進められている [27]．さらに，自律航
行の研究開発も進められていることから [28]，海事分
野における地理情報の活用が益々進められることが期
待されている．

3. 海賊活動の地理的特性分析

3.1 近年の海賊発生の傾向
国連海洋法条約における海賊活動は，公海上での私有

船舶が犯した犯罪行為となっており，各国の領海内で行
われた犯罪は「海上武装強盗」として区別されている．
しかし一般的には，公海以外の水域において発生した
事件も海賊行為として捉えられている．近年，世界中
で商船を狙った海賊被害が多発しているなか，各国政府
を始めとして，国際連合，IMO，国際海事局 (IMB, In-

ternational Maritime Bureau) などのさまざまな機関
が連携して海賊対策を行っている．IMBは，国際商業
会議所 (ICC, International Chamber of Commerce)

の下部組織であり，国際貿易などに関する取引慣習の
統一化などを行う民間団体である．特に，海賊など海
事関係の犯罪に対する防止対策などについて，独自に
情報を収集し，その分析などを通じて，広く海事関係
者に助言を行っている．
IMBによるレポート “Piracy and Armed Robbery

against Ships” [29] には海賊事案発生に関する発生件
数や地域，犯行分類，船種，季節などのデータが公開さ
れている．本レポートによれば，1994～2016年までの
海賊事案の発生件数は，図 1のようになる．1990年代
後半から増加傾向が見られ，2000年をピークに一度減
少傾向が見られた後，また増加と減少が見られる．そ
して，2006年から再び急増傾向が見られた後，2012年
以降急減した．地域別発生件数を見ると，2000年前後
では東南アジアが 40％近くを占めていたが，2007 年
以降はアフリカが 50％以上を占めるようになった．そ
して，2012年以降は，アフリカが急減し東南アジアが
増加するなど，海賊事案の発生地域には大きな変化が
見られる．
アフリカにおける海賊対策について，特にソマリア
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図 1 地域別海賊事案発生件数

周辺海域では 2008 年 6 月に採択された国連安保理決
議 1816号などの一連の決議に基づき，各国および国際
機関は軍艦・哨戒機を派遣し，航行する船舶の護衛活
動を行っている．ソマリア沖・アデン湾を航行する船
舶は，UKMTO (United Kingdom Maritime Trade

Operations) が作成した海賊被害を防止，最小化する
ための手引書BMP (Best Management Practices) に
従うことが推奨されており，2011年 8月には最新版で
ある BMP4 が発表されている．この海域に出没する
海賊の特徴としては，遠方への航行能力を有する母船
と攻撃用の高速航行が可能である小型ボートを使用し
た攻撃が多く行われており，特に 2009年以降よりイン
ド洋上のはるか沖合にまで海賊被害が広がった．その
ため，BMPでは，海賊被害に遭う可能性が高いインド
洋，アデン湾，紅海，ペルシャ湾を含む海域を「ハイリ
スクエリア」と定め，同エリア航行時にはMSCHOA

(Maritime Security Center Horn of Africa) から最
新の情報を取得するとともに，UKMTOへ船位を報告
することを推奨している．また，アデン湾には 2008年
より「推奨航行回廊」として IRTC (Internationally

Recommended Transit Corridor) が設定されており，
商船の効率的な保護ができるように，UKMTOはアデ
ン湾航行船に対して船速に応じた船団を組んで IRTC

を航行することを推奨している．
3.2 海賊事案発生位置データベースの構築
地理的な分布を確認するために，IMB がインター

ネット上に公開している海賊事案発生地図のデータを
用いて，地理情報システム (GIS)上にデータベースを
構築した．
・データ元：IMB Live Piracy Map（2005～2016年
の 11年間）

・データ：位置情報の取得できた事象
・発生場所の位置情報：緯度経度データ
すべてのデータを地図上に図示すると紙面が不足す

図 2 海賊事案発生の地理的分布

るので，2005 年から 5 年おきに図示すると，図 2 の
ようになる．インドネシアを中心とした東南アジアで
は，2005 年において多発していたものの，2010 年に
は若干，減少傾向が見られたが，2015年にはさらに増
加している．アフリカ東岸のソマリア周辺海域では，
2005 年においてアデン湾や沿岸部に多く見られるが，
2010 年においてソマリア沖合まで事案発生が多く見
られるようになった．その後，2015年には当該海域で
はほとんど見られないことから，先述した国際的な協
力体制による海賊対策が功を奏していることが明確と
なっている．その他，インド・バングラデシュ，アフ
リカ西岸，南アメリカでは，沿岸部で多く事案が発生
しており，特にギニア湾を中心としたアフリカ西岸に
おいて増加していることがわかる．
沿岸からの距離に着目して，海域の区分別について集

計すると図 3のようになる．なお，位置情報の取得で
きた事象のみを対象としているため，図 2の結果に比
べて若干件数が少なくなっている．沿岸国の主権が及
ぶ領海（12海里＝約 22 km），排他的経済水域（200海
里=約 370 km），公海の順に，沿岸より遠くなる．領
海内で発生した海上武装強盗の件数は，年間 50件程度
で推移している．一方，排他的経済水域や公海といっ
た沖合で発生した事案が 2010年前後に多く見られる．
これらの多くは，図 2からもわかるようにアフリカ東
部のソマリア周辺海域で発生している．
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図 3 海域区分別海賊事案発生件数

3.3 ソマリア周辺海域における海賊多発地帯の可
視化

図 2のような地図上での出没点のプロットでは，推
奨航行回廊のように被害が集中している海域における
海賊多発地帯である「ホットスポット」を判別すること
が難しい．そこで本節では，カーネル密度推定法によ
る空間平滑化を行うことで，ホットスポットの抽出を
行う [25]．カーネル密度推定法とは，単変量または多
変量確率密度関数を推定する手法の一つであり，観測
されたデータを内挿し，平滑化された推定値を得るこ
とができる．点データの分布における強度を推定する
ことは 2変量の確率密度関数の推定とほぼ同じである
ため，2変量のカーネル密度推定法を準用できる．具体
的には，観測点に対しカーネルと呼ばれる関数を置き，
すべてのカーネル関数の和を地域内における確率密度
として定義することによって点データを平滑化する．
対象地域における観測点の数が n の場合，任意の点

(x,y)における確率密度推定値は，

f̂(x, y) =
1

nd2

n∑
i=1

K
⌈x− xi

h
,
y − yi

h

⌉
(1)

のように定義されている．なお，K はカーネル関数，h
はバンド幅である．本研究では，カーネル関数を正規分
布関数，バンド幅を 15海里に設定した．ハイリスクエ
リアに含まれる海賊事案に対して，多発した 2009年か
ら 2011年にかけて，空間平滑化を行った結果を図 4に
示す．この図は各地点におけるカーネル密度推定量を
表した三次元の地図となっており，色が濃くかつ高く
なっている地点をホットスポットとしてみなすことが
できる．また，分析の対象となる海域は，図 5のよう
になる．
2009年は，アデン湾に大規模なホットスポットが分

布している様子が見て取れる．これより，2008年に設
定された推奨航行回廊が 2009 年 2月に見直しが行わ

図 4 ソマリア周辺海域における海賊多発地帯

図 5 ソマリア周辺海域のハイリスクエリア

れたにもかかわらず，すぐには効果が表れていないこ
とがわかる．2010年になると，アデン湾におけるホッ
トスポットは縮小したものの，隣接した海域であるバ
ブ・エル・マンデブ海峡とソマリア沖にホットスポッ
トが拡大している．さらに 2011 年になると，アデン
湾におけるホットスポットは大幅に縮小している．つ
まり，2008年からのアデン湾での推奨航行回廊におけ
る船舶の護衛活動とともに，2011年 8月の安全ガイド
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ライン (BMP)の改定など，継続的な国際協調による
海賊対策と航行船舶による防護対策の有効性が明らか
となった．

4. まとめと今後の展望

本研究では，安全・安心な国際海運のためのインフ
ラストラクチャーの数理地政学的研究の観点から，海
事分野における地理情報システムの活用の現状をまと
めたうえで，海賊事案発生に関する地理的特性分析を
行った．
その結果，海賊活動は，時代によって発生個所が大

きく変化しており，国際的な協力体制を構築した対策
の結果，発生件数が著しく減少していることを確認す
ることができた．しかし，東南アジアや西アフリカで
の海賊活動が再び活発になっていることから，継続的
かつ広域的な海賊対策が必要となっている．
今後の課題として，欧州・中東・アジアを中心とし

た主要物流ルートにおいて，シベリア鉄道の活用，北
極海航路の開発，クラ地峡などの運河・パイプライン
などのインフラ整備による物流リスクの低減効果につ
いて考察する必要がある．
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